
令和 3 年 3 月

令和 3 年度 令和 12 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

２，０５２ 円 ２，６１６ 円

２，０５２ 円 ２，６２０ 円

２，０９０ 円 ２，６４２ 円

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法　適

二本松市下水道事業経営戦略

平成１６年度
（１６年）

　　福島県二本松市

　　特定環境保全公共下水道事業（岳処理区）

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

～計 画 期 間 ：

　　　　１処理場

無

処 理 区 数 　　　　１処理区

広域化・共同化・最適化
実施状況

　　　　特になし

平成３０年度 平成３０年度

令和元年度 令和元年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

　
　使用料体系は、基本使用料と水量別使用料の二部使用料制を採用しており、水量別使用料については、
使用水量により５区分の単価を設定している。

　【例】　1月20㎥使用した場合　　660円＋(71.50円×20㎥)＝2,090円

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　家庭用と同一体系、同一使用料

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

１１.６人／ｈａ

条 例 上 の 使 用 料
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成２９年度
実 質 的 な 使 用 料
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成２９年度

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　計測のための装置がない場合
　①井戸水のみ利用　　　　　世帯人数１人あたり １月 ５㎥として水量を算定する。
　②水道水と井戸水の併用　水道水の水量に①で算出した水量の２分の１を加算した水量とする。
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③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

　　　　　　※ 行政組織見直しにより、平成３１年４月１日より上下水道部を建設部に統合し、建設部に上下水道課を新設した。
　　　　　　　　なお、上下水道課は、下水道管理係、経理係、下水道施設係、水道管理係、水道施設係の５係で構成している。

　　別紙１のとおり。
　　なお、当該「経営比較分析表」は令和元年度決算統計に基づくものである。　（公表できる直近のデータ）

　　・下水道管渠整備等の企業債元利償還金や、施設の利用開始から１６年が経過し、修繕が必要な箇所の増加など維持管理費用も
　　　必要となっており、全国平均に比べ経費回収率は低い状況となっている。
　　・経費回収率の改善を図るためには、適正な使用料収入の確保及び汚水処理費の削減に努めていく必要がある。

　特になし

　特になし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）

　処理場を含め総合的な維持管理業務を民間業者に委託しており、
活用していない。

　施設の整備は概ね完了しており、当面大規模な改修等の予定もな
いことから、当面はＰＰＰ・ＰＦＩ手法の導入の予定はない。

 イ　指定管理者制度

　水道事業への料金徴収事務の委託、施設維持管理業務の民間委
託を行い組織の効率化と経費の節減を図っている。
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２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

有収水量の予測

　　・年度によっては有収水量の増減はあるものの、過去４年間を通して有収水量は微増の
　　　推移を示しているが、人口減少等により有収水量は減少傾向になると見込まれる。
　　・なお、有収水量の予測値については、過去４ヶ年（平成２８年～令和元年）の実績値を
　　　基に算出している。

使用料収入の見通し

　
　　・水洗化率は微増傾向にあるが、処理区域内人口の減少により水洗化人口の大幅
　　 な上昇が見込めないこと、および節水機器の普及など年間有収水量の大きな増加
     は見込めないため、使用料収入は減少傾向の推移を示している。
　　・なお、使用料収入の予測値については、予測した水洗化人口に１人あたり有収水
      量（過去５年間の平均値）を乗じて年間有収水量を算出し、この有収水量に使用
      料単価を乗じて使用料収入を推計している。

施設の見通し

　　・供用開始から１６年が経過しているものの、管渠については法定耐用年数は５０年とされているため、更新は直近の課題とは
　　　なっていない。
　　　ただし、マンホールポンプ類及び通報装置等電気設備類については、耐用年数がそれぞれ１５年、１０年であり、耐用年数が
　　　経過した設備もあることから、適正な管理や早期の修繕により、可能な限り耐用年数を延ばすことで設備投資の増加を抑制
　　　している。

　　・下水道処理施設の維持修繕については、施設設備の「点検・修繕計画」に基づき「予防保全型」の施設管理とし、処理機能
　　　停止のリスクを低減するとともに、設備機器の延命を図り、長期的には修繕経費が削減できるように努める。
　　　また、放流水質の適正管理や汚泥の再資源化等の適正管理を行うとともに、電力や燃料使用料の最適化を図る効率的な
　　　設備の運転に努める。

　　・市全域の人口減少とともに、処理区域内人口についても減少傾向の推移を示して
　　　いる。
　　・なお、処理区以内人口の予測値については、過去５年間（平成２７年度～令和元
　　 年度）の認可区域に対する処理区域内人口の比率（平均）を基に算出している。

処理区域内人口の予測
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（５）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

① 収支計画のうち投資についての説明

　　・公営企業として、事業の効率的な経営に努めるとともに、経営能力の向上を図るため、研修等を通して職員能力の向上や
　　　意識改革に努める。
　　・また、事業継続に必要な人員について適正な人員配置となるよう、適時見直し・検討を行うこととする。

目 標

　
　・　投資の目標に関する事項
　　未普及地域における管渠布設等の整備事業については、平成１６年度で概成とした一方で、維持管理面においては老朽化していく
　施設の長寿命化等を検討・実施し、投資の平準化を図り、効率的な事業の運営に努める。

　・　管渠、処理場等の建設・更新に関する事項
　　管渠布設等の新規事業は事業の採算性を検討し、建設については投資効果を十分に検討したうえで慎重に事業実施の判断を行う
　こととし、施設の更新については、予防保全型維持管理を含む適切な維持管理による長寿命化等により、ライフサイクルコスト（LCC)
  の低減、投資の平準化を図る。
　
　・　民間の活力の活用に関する事項
　　施設の維持管理について、引き続き民間業者に対し総合的な管理を委託する。
　　また、ＩＣＴの活用等による更なる効率化を図る。

　
　　下水道の整備が概成しているため、普及啓発活動を強化し、下水道への接続を促進することで
　水洗化率の向上を目指すものとする。
　　また、設備等の更新については、下水道機能停止を未然に防止するため、適正な管理や早期
　の修繕により、可能な限り耐用年数を延ばすことで設備投資の増加を抑制する。

組織の見通し

　　◎ 施策の目標
　　　　岳処理区における生活環境の改善と公共用水域の汚濁の防止を図るため、特定環境保全公共下水道事業の管渠及び
　　 処理場施設の適正な維持管理を図る。

　　◎　業務の予定量
　　　　 特定環境保全公共下水道事業（平成１６年度供用開始）
　　　　　（１）事業計画    ・計画目標年次　　　平成２８年度
　　　　　　　　　　　　　　　・計画処理区域　　　３５ha
　　　　　　　　　　　　　　　・計画処理人口　　　４，５５０人
　　　　　　　　　　　　　　　・計画処理汚水量　 １，２４２㎥／日（日最大）

　　◎　事業経営
　　　　 下水道事業の財政基盤強化のために処理区域内の接続率の向上を図るとともに、施設の有効的かつ効率的な事業
       運営と適正な維持管理に努める。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り
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②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

目 標
　　未来に継続する安定した下水道事業を展開すべく、使用料収入の確保と経費削減等に努め、
　中・長期的な財政計画のもと、事業経営の安定化を図る。

 
　・　財源の目標に関する事項
　　事業の適正化、効率化を図るとともに接続率の向上に努め、経営健全化により一般会計繰入金の縮減を図る。

　・　企業債に関する事項
　　企業債については、現時点で施設整備等の予定は無いが、地方債残高が平準化されるよう借入額を抑制し、世代間負担の平準化
　に努めるものとする。

　・　繰入金に関する事項
　　一般会計からの繰入金によって会計収支のギャップを補填しているが、経費負担区分の適正化の検討を行うとともに、コスト縮減や
　業務の効率化と収入の確保を図り、基準内繰入を目標に繰入額の抑制に努めるものとする。

　・　使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項
　　接続推進に取り組み接続率の増加を見込むものの、市全域の人口減少を考慮すると減少に転じることは避けられないと考えられる。
　　企業債や繰入金以外については、基本的に使用料収入で賄うこととなるが、投資の合理化や経営の効率化を進めながら、財務状況
　の把握、使用料設定の検討を行い、適正な時期に適正な使用料の改定を行う。
　　なお、使用料改定の検討にあたっては、まずは市内の各処理区との使用料統一を図ることに努めるものとする。

  ・　民間の活力の活用に関する事項
　　水道事業への料金徴収事務の委託、施設維持管理業務の民間委託を引き続き行い、組織の効率化と経費の節減を図る。

　・　職員給与費に関する事項
　　職員給与費については１名分の負担であり、今後とも現行人員数により人件費を見込むものとする。

　・　動力費、委託費等の費用に関する事項
　　計画初年度（令和３年度）の予算額を上回らないよう引き続き経費縮減に努める。

　・　修繕費に関する事項
　　施設については定期的に点検を実施し、予防保全型維持管理を含む適切な維持管理による長寿命化を図り修繕費の平準化に
　努めるものとする。

　特になし

　面整備は平成１６年度で概成とし、予防保全型維持管理を含む適切な維持管理による
長寿命化等により施設更新費用の平準化を図る。

　人口減少による排出量の減少が見込まれるため、代替的な手段や施設・設備の性能
や規模について、ダウンサイジング等を検討する。

広域化・共同化・最適化に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

　特になしその他の取組
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②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

　該当なし

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）
　引き続き水道事業への料金徴収事務の委託、施設維持管理業務の民間委託を行う。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 　特になし

　経営戦略の事後検証には「ＰＤＣＡ」サイクルを働かせ、毎年度進捗管理（モニタリング）を行うと
ともに、概ね５年ごとに見直し（ローリング）を行うものとする。
　計画を立て（Ｐｌａｎ）、その実現に向けて実行し（Ｄｏ）、その成果について点検･評価（Ｃｈｅｃｋ）し、
経営戦略の見直し（Ａｃｔｉｏｎ）を繰り返すことにより継続的に改善を図り、下水道事業経営の健全
化、市民サービスの向上に努め、公共性の維持と財務的安全性の維持を目指す。

経営戦略の事後検証、
改定等に関する事項

　特になし

　当面は接続率の向上と、市内の使用料統一を図ることに努め、その後、適正な水準へ
の見直しを検討する。

使用料の見直しに関する事項

職員給与費に関する事項 　職員給与費については１名分の負担であり、今後とも現行人員数を維持する。

動力費に関する事項 　ポンプ設備改修の際に省電力のものへの変更を検討する。

修繕費に関する事項
　定期的な点検を実施し、予防保全型維持管理を含む適切な維持管理による長寿命化
等により、ＬＣＣの低減と平準化を図る。

委託費に関する事項 　委託可能なものは委託しており現状維持に努める。

その他の取組 　経常経費の縮減に努める。

薬品費に関する事項

 

Ｐｌａｎ 

計画 

Ｄｏ 

実行 

Ａｃｔｉｏｎ 

見直し 

Ｃｈｅｃｋ 

点検･評価 

継続的な改善 

Ｐｌａｎ（計画） 具体的な計画を立てる 

Ｄｏ（実行） 計画に基づき事業を実施する。 

Ｃｈｅｃｋ（点検・評価） 実施した事業の進捗状況を確認し、その成果を評価する。 

Ａｃｔｉｏｎ（見直し） 評価した事業について見直しを行い、その改善を図る。 
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率
は

1
0
0
％

で
あ

り
欠

損
金

は
あ

り
ま

せ
ん

。
 
 
企

業
債

残
高

対
事

業
規

模
比

率
は

類
似

団
体

の
平

均
値

に
比
べ

る
と

高
い

比
率

と
な

っ
て

い
ま

す
が

、
処

理
区

域
内

の
管
渠

の
整

備
は

ほ
ぼ

終
了

し
て

い
る

た
め

、
比

率
は

下
が

っ
て
き

て
い

ま
す

。
　
水

洗
化

率
が

低
い

う
え

に
、

平
成

2
6
年

度
以

降
は

処
理

場
の
機

械
設

備
等

の
修

繕
に

よ
る

経
費

が
増

大
し

て
き

て
い

る
た
め

汚
水

処
理

原
価

が
高

く
な

り
、

経
費

回
収

率
が

下
が

っ
て
い

ま
す

。
　
平

成
1
6
年

に
供

用
開

始
し

、
管

渠
の

整
備

を
進

め
な

が
ら

接
続

率
の

増
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つ

い
て

も
推

進
し

て
ま

い
り

ま
し

た
が

、
水
洗

化
率

は
類

似
団

体
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平
均

値
に

比
べ
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と

か
な

り
低

い
比
率
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っ
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ま

す
。

　
ま

た
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こ
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処
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域

に
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観
光

地
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泉

）
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し
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い
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収
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す
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今
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な
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節

減
を

図
り

、
経
営

の
平

準
化

に
努

め
て

ま
い

り
ま

す
。

2
.
 
老

朽
化

の
状

況
に

つ
い

て

処
理

区
域

内
人

口
密

度
(
人

/
k
m
2
)

－

-
6
7
.
6
4

0
.
7
3

1
1
0
.
1
1

2
,
0
9
0

3
9
3

0
.
3
4

1
,
1
5
5
.
8
8

3
4
4
.
4
2

1
5
7
.
5
2

■

資
金

不
足

比
率

(
％

)
自

己
資

本
構

成
比

率
(
％

)
普

及
率

(
％

)
有

収
率

(
％

)
1
か

月
2
0
ｍ

3
当

た
り

家
庭

料
金

(
円

)
処

理
区

域
内

人
口

(
人

)
処

理
区

域
面

積
(
k
m
2
)

法
適
用

下
水

道
事

業
特

定
環
境

保
全

公
共

下
水

道
D
2

非
設

置
5
4
,
2
5
2

経
営

比
較

分
析

表
（

令
和

元
年

度
決
算

）
福

島
県

　
二

本
松

市

業
務

名
業

種
名

事
業

名
類

似
団

体
区

分
管

理
者

の
情

報
人

口
（

人
）

面
積

(
k
m
2
)

人
口

密
度

(
人

/
k
m
2
)

0.
00

0.
05

0.
10

0.
15

0.
20

0.
25

0.
30

0.
35

0.
40

H2
7

H
28

H2
9

H3
0

R0
1

当
該

値
0.

00
0.

00
0.
0
0

0.
00

0.
00

平
均

値
0.

26
0.

13
0.
1
3

0.
09

0.
36

95
.0

0

96
.0

0

97
.0

0

98
.0

0

99
.0

0

1
00

.
00

1
01

.
00

1
02

.
00

1
03

.
00

1
04

.
00

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

R0
1

当
該

値
10

0.
0
0

10
0.

0
0

10
0
.0

0
10

0.
0
0

10
0.

0
0

平
均

値
98

.3
2

98
.
04

99
.9

1
98

.0
3

10
2.

7
3

0.
00

5.
00

1
0.

0
0

1
5.

0
0

2
0.

0
0

2
5.

0
0

3
0.

0
0

3
5.

0
0

4
0.

0
0

4
5.

0
0

5
0.

0
0

H2
7

H
28

H2
9

H3
0

R0
1

当
該

値
3
3.

6
9

36
.4

0
39

.0
3

41
.
70

44
.3

7

平
均

値
1
7.

7
2

18
.9

2
14

.7
6

15
.
02

24
.6

8

0.
00

1.
00

2.
00

3.
00

4.
00

5.
00

6.
00

7.
00

8.
00

9.
00

1
0.

0
0

H2
7

H
28

H2
9

H3
0

R0
1

当
該

値
0.

00
0.

00
0.

0
0

0.
00

0.
00

平
均

値
0.

00
0.

00
0.

0
0

0.
00

8.
62

①
経
常

収
支

比
率

(
％

)

0.
00

50
.0

0

1
00

.
00

1
50

.
00

2
00

.
00

2
50

.
00

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

R0
1

当
該

値
0.

0
0

0.
00

0.
00

0.
0
0

0.
00

平
均

値
20

1.
2
9

20
8.

1
0

14
8
.7

6
17

9.
1
5

9
4.

9
7

0.
00

20
0.

0
0

40
0.

0
0

60
0.

0
0

80
0.

0
0

1
,0

0
0.
0
0

1
,2

0
0.
0
0

H2
7

H2
8

H2
9

H
30

R0
1

当
該

値
1
,0

8
4.
8
2

1,
00
2
.9

4
92

1.
5
3

9
39

.
55

89
1.
2
5

平
均

値
8
1.

1
9

75
.2

9
12

9.
0
5

1
31

.
48

47
.7

2

0.
00

50
0.

0
0

1
,0

0
0.
0
0

1
,5

0
0.
0
0

2
,0

0
0.
0
0

2
,5

0
0.
0
0

3
,0

0
0.
0
0

3
,5

0
0.
0
0

4
,0

0
0.
0
0

4
,5

0
0.
0
0

H2
7

H2
8

H2
9

H
30

R0
1

当
該

値
3
,7

1
5.

2
6

3,
95
7
.8

4
3,

1
71
.
78

3,
09

0
.9

6
2,

79
8
.3

9

平
均

値
1
,6

7
3.

4
7

1,
59
2
.7

2
1,

2
23
.
96

1,
26

9
.1

5
1,

20
6
.7

9

0.
00

10
.
00

20
.
00

30
.
00

40
.
00

50
.
00

60
.
00

70
.
00

80
.
00

H2
7

H2
8

H
29

H3
0

R0
1

当
該

値
35

.
72

3
4.
3
4

39
.2

2
26

.5
2

37
.3

9

平
均

値
49

.
22

5
3.
7
0

61
.5

4
63

.9
7

71
.8

4

0.
00

50
.0

0

1
00

.
00

1
50

.
00

2
00

.
00

2
50

.
00

3
00

.
00

3
50

.
00

4
00

.
00

4
50

.
00

5
00

.
00

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

R0
1

当
該

値
33

8.
7
9

35
3.

1
4

31
0
.0

5
45

7.
3
9

32
4.

6
7

平
均

値
33

2.
0
2

30
0.

3
5

26
7
.8

6
25

6.
8
2

22
8.

4
7

0.
00

10
.
00

20
.
00

30
.
00

40
.
00

50
.
00

60
.
00

H2
7

H2
8

H
29

H3
0

R0
1

当
該

値
51

.
57

3
9.

0
0

37
.4

3
34

.4
3

34
.1

4

平
均

値
36

.
65

3
7.

7
2

37
.0

8
37

.4
6

42
.4

7

0.
00

10
.
00

20
.
00

30
.
00

40
.
00

50
.
00

60
.
00

70
.
00

80
.
00

90
.
00

H2
7

H2
8

H
29

H3
0

R0
1

当
該

値
36

.
00

3
5.
0
0

34
.6

2
36

.8
6

36
.9

0

平
均

値
68

.
83

6
8.
4
6

67
.2

2
67

.4
6

83
.7

5

②
累

積
欠

損
金

比
率

(
％
)

③
流
動

比
率
(
％

)
④

企
業
債

残
高

対
事

業
規

模
比

率
(
％
)

⑤
経
費

回
収

率
(
％

)
⑥

汚
水

処
理

原
価

(
円

)
⑦
施
設

利
用
率
(
％

)
⑧

水
洗

化
率
(
％

)

①
有
形
固

定
資

産
減
価
償

却
率
(
％

)
②
管

渠
老
朽
化
率
(
％
)

③
管

渠
改

善
率

(
％

)

【
10
2.
87
】

【
7
6.
63
】

【
4
9.
61
】

【
1,
21
8.
70
】

【
8
4.
20
】

【
4
2.
86
】

【
21
8.
56
】

【
7
4.
17
】

【
2
5.
37
】

【
6
.2
0】

【
0.
28
】

-7-

別
紙
１



様
式

第
2
号

（法
適

用
企

業
・
収

益
的

収
支

）
投

資
・
財

政
計

画
（収

支
計

画
）

年
　

　
　

　
　

　
度

令
和

元
年

度
令

和
２

年
度

区
　

　
　

　
　

　
分

（
決

算
）

決
算

見
込

１
．

(A
)

1
2
,1

4
6

9
,5

4
5

9
,4

6
7

1
1
,2

2
8

1
1
,0

9
6

1
1
,0

1
5

1
1
,0

4
7

1
0
,9

0
8

1
0
,7

5
8

1
0
,6

7
8

1
0
,5

9
6

1
0
,5

1
3

(1
)

1
2
,1

4
6

9
,5

4
5

9
,4

6
7

1
1
,2

2
8

1
1
,0

9
6

1
1
,0

1
5

1
1
,0

4
7

1
0
,9

0
8

1
0
,7

5
8

1
0
,6

7
8

1
0
,5

9
6

1
0
,5

1
3

(2
)

(B
)

(3
)

２
．

6
6
,6

6
1

7
8
,0

0
8

7
2
,3

2
5

6
3
,9

8
5

6
1
,1

5
7

6
3
,1

0
9

5
8
,3

5
3

5
0
,2

9
5

5
2
,9

8
5

4
8
,5

4
9

4
8
,1

0
9

5
1
,7

1
1

(1
)

4
6
,7

1
0

5
8
,2

5
6

5
6
,0

0
8

4
8
,4

1
2

4
6
,8

1
5

4
9
,5

8
6

4
4
,9

5
2

4
0
,7

1
8

4
3
,8

8
6

3
9
,4

5
2

3
9
,0

1
5

4
2
,6

1
7

4
6
,7

1
0

5
8
,2

5
6

5
6
,0

0
8

4
8
,4

1
2

4
6
,8

1
5

4
9
,5

8
6

4
4
,9

5
2

4
0
,7

1
8

4
3
,8

8
6

3
9
,4

5
2

3
9
,0

1
5

4
2
,6

1
7

(2
)

1
9
,7

4
7

1
9
,7

2
1

1
5
,9

7
3

1
5
,2

7
3

1
4
,0

4
2

1
3
,2

2
3

1
3
,1

0
1

9
,2

7
7

8
,7

9
9

8
,7

9
7

8
,7

9
4

8
,7

9
4

(3
)

2
0
4

3
1

3
4
4

3
0
0

3
0
0

3
0
0

3
0
0

3
0
0

3
0
0

3
0
0

3
0
0

3
0
0

(C
)

7
8
,8

0
7

8
7
,5

5
3

8
1
,7

9
2

7
5
,2

1
3

7
2
,2

5
3

7
4
,1

2
4

6
9
,4

0
0

6
1
,2

0
3

6
3
,7

4
3

5
9
,2

2
7

5
8
,7

0
5

6
2
,2

2
4

１
．

7
0
,4

6
7

7
8
,7

1
2

7
3
,3

7
4

6
7
,5

0
9

6
5
,0

8
8

6
7
,5

0
8

6
3
,3

4
4

5
5
,7

1
8

5
8
,8

4
0

5
4
,9

1
6

5
4
,9

8
9

5
9
,0

7
8

(1
)

6
,8

1
3

7
,3

2
7

8
,1

8
3

8
,2

6
5

8
,3

4
8

8
,4

3
1

8
,5

1
5

8
,6

0
0

8
,6

8
6

8
,7

7
3

8
,8

6
0

8
,9

4
9

4
,4

5
0

4
,4

1
4

4
,4

1
4

4
,4

5
8

4
,5

0
3

4
,5

4
8

4
,5

9
3

4
,6

3
9

4
,6

8
5

4
,7

3
2

4
,7

7
9

4
,8

2
7

2
,3

6
3

2
,9

1
3

3
,7

6
9

3
,8

0
7

3
,8

4
5

3
,8

8
3

3
,9

2
2

3
,9

6
1

4
,0

0
1

4
,0

4
1

4
,0

8
1

4
,1

2
2

(2
)

2
4
,5

8
7

3
2
,3

6
4

3
2
,9

6
0

2
8
,3

5
0

2
8
,3

5
0

3
2
,3

5
0

2
8
,3

5
0

2
8
,3

5
0

3
2
,3

5
0

2
8
,3

5
0

2
8
,3

5
0

3
2
,3

5
0

1
,4

8
9

1
,1

2
2

1
,0

2
7

1
,2

0
0

1
,2

0
0

1
,2

0
0

1
,2

0
0

1
,2

0
0

1
,2

0
0

1
,2

0
0

1
,2

0
0

1
,2

0
0

3
,9

5
2

8
,0

9
4

1
0
,9

4
5

6
,0

0
0

6
,0

0
0

1
0
,0

0
0

6
,0

0
0

6
,0

0
0

1
0
,0

0
0

6
,0

0
0

6
,0

0
0

1
0
,0

0
0

1
5
4

1
5
0

1
4
9

1
5
0

1
5
0

1
5
0

1
5
0

1
5
0

1
5
0

1
5
0

1
5
0

1
5
0

1
8
,9

9
2

2
2
,9

9
8

2
0
,8

3
9

2
1
,0

0
0

2
1
,0

0
0

2
1
,0

0
0

2
1
,0

0
0

2
1
,0

0
0

2
1
,0

0
0

2
1
,0

0
0

2
1
,0

0
0

2
1
,0

0
0

(3
)

3
9
,0

6
7

3
9
,0

2
1

3
2
,2

3
1

3
0
,8

9
4

2
8
,3

9
0

2
6
,7

2
7

2
6
,4

7
9

1
8
,7

6
8

1
7
,8

0
4

1
7
,7

9
3

1
7
,7

7
9

1
7
,7

7
9

２
．

8
,3

4
0

8
,8

4
1

8
,4

1
8

7
,7

0
4

7
,1

6
5

6
,6

1
6

6
,0

5
6

5
,4

8
5

4
,9

0
3

4
,3

1
1

3
,7

1
6

3
,1

4
6

(1
)

7
,2

5
9

6
,7

5
0

6
,2

3
2

5
,7

0
4

5
,1

6
5

4
,6

1
6

4
,0

5
6

3
,4

8
5

2
,9

0
3

2
,3

1
1

1
,7

1
6

1
,1

4
6

(2
)

1
,0

8
1

2
,0

9
1

2
,1

8
6

2
,0

0
0

2
,0

0
0

2
,0

0
0

2
,0

0
0

2
,0

0
0

2
,0

0
0

2
,0

0
0

2
,0

0
0

2
,0

0
0

(D
)

7
8
,8

0
7

8
7
,5

5
3

8
1
,7

9
2

7
5
,2

1
3

7
2
,2

5
3

7
4
,1

2
4

6
9
,4

0
0

6
1
,2

0
3

6
3
,7

4
3

5
9
,2

2
7

5
8
,7

0
5

6
2
,2

2
4

(E
)

(F
)

(G
)

(H
)

(I
)

(J
)

3
2
1
,2

2
3

3
1
2
,7

8
3

3
0
0
,1

3
2

2
7
0
,1

1
9

2
4
3
,1

0
7

2
1
8
,7

9
6

1
9
6
,9

1
6

1
7
7
,2

2
4

1
5
9
,5

0
2

1
4
3
,5

5
2

1
2
9
,1

9
7

1
1
6
,2

7
7

1
,2

7
3

2
,1

1
0

1
,6

8
7

2
,0

0
0

2
,0

0
0

2
,0

0
0

2
,0

0
0

2
,0

0
0

2
,0

0
0

2
,0

0
0

2
,0

0
0

2
,0

0
0

(K
)

3
6
,0

4
2

3
6
,1

0
4

3
6
,1

6
2

3
6
,0

0
0

3
6
,0

0
0

3
6
,0

0
0

3
6
,0

0
0

3
6
,0

0
0

3
6
,0

0
0

3
6
,0

0
0

3
6
,0

0
0

3
6
,0

0
0

2
7
,6

3
5

2
8
,1

5
3

2
8
,6

8
1

2
9
,2

2
0

2
9
,7

6
9

3
0
,3

2
9

3
0
,9

0
0

3
1
,4

8
2

3
1
,8

6
8

3
1
,0

3
2

2
8
,1

6
3

2
4
,2

1
5

7
,7

0
3

7
,1

8
0

6
,7

2
4

7
,0

0
0

7
,0

0
0

7
,0

0
0

7
,0

0
0

7
,0

0
0

7
,0

0
0

7
,0

0
0

7
,0

0
0

7
,0

0
0

( 
I 
)

(A
)-

(B
)

(L
)

(M
)

1
2
,1

4
6

9
,5

4
5

9
,4

6
7

1
1
,2

2
8

1
1
,0

9
6

1
1
,0

1
5

1
1
,0

4
7

1
0
,9

0
8

1
0
,7

5
8

1
0
,6

7
8

1
0
,5

9
6

1
0
,5

1
3

(N
)

(O
)

(P
)

健
全

化
法

施
行

規
則

第
６

条
に

規
定

す
る

解
消

可
能

資
金

不
足

額

健
全

化
法

施
行

令
第

1
7

条
に

よ
り

算
定

し
た

事
業

の
規

模

健
全

化
法

第
2
2

条
に

よ
り

算
定

し
た

資
金

不
足

比
率

(（
N

）
/
（
P

）
×

1
0
0
)

地
方

財
政

法
施

行
令

第
1
5

条
第

１
項

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
の

不
足

額

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益
(A

)-
(B

)
地

方
財

政
法

に
よ

る
資

金
不

足
の

比
率

(（
L
）
/
（
M

）
×

1
0
0
)

健
全

化
法

施
行

令
第

1
6

条
に

よ
り

算
定

し
た

資
金

の
不

足
額

う
ち

建
設

改
良

費
分

う
ち

一
時

借
入

金
う

ち
未

払
金

累
積

欠
損

金
比

率
（

×
1
0
0

）

流
動

負
債

支
出

計
経

常
損

益
(C

)-
(D

)
特

別
利

益
特

別
損

失
特

別
損

益
(F

)-
(G

)

収 益 的 収 支 当
年

度
純

利
益

（
又

は
純

損
失

）
(E

)+
(H

)
繰

越
利

益
剰

余
金

又
は

累
積

欠
損

金
流

動
資

産
う

ち
未

収
金

収 益 的 収 入

材
料

費

収 益 的 支 出

営
業

費
用

職
員

給
与

費
基

本
給

退
職

給
付

費
そ

の
他

経
費

動
力

費
修

繕
費

支
払

利
息

補
助

金
他

会
計

補
助

金
そ

の
他

補
助

金
長

期
前

受
金

戻
入

そ
の

他

収
入

計
そ

の
他

そ
の

他
減

価
償

却
費

営
業

外
費

用

令
和

１
２

年
度

営
業

外
収

益

料
金

収
入

受
託

工
事

収
益

そ
の

他

令
和

３
年

度

営
業

収
益

令
和

４
年

度
令

和
９

年
度

令
和

１
０

年
度

令
和

１
１

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度
令

和
８

年
度
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様
式

第
2
号

（法
適

用
企

業
・資

本
的

収
支

）
投

資
・
財

政
計

画
（
収

支
計

画
）

（
単

位
：千

円
）

年
　

　
　

　
　

度
令

和
元

年
度

令
和

２
年

度

区
　

　
　

　
　

分
（

決
算

）
決

算
見

込
１

．

２
．

３
．

４
．

５
．

６
．

７
．

８
．

3
42

3
5
1

35
2

3
50

3
50

35
0

35
0

3
50

35
0

35
0

3
50

3
50

９
．

(A
)

34
2

35
1

35
2

3
50

35
0

35
0

35
0

3
50

35
0

35
0

3
50

3
5
0

(B
)

(C
)

34
2

3
51

35
2

35
0

35
0

3
50

35
0

35
0

3
50

3
5
0

35
0

3
50

１
．

２
．

27
,1

26
2
7
,6

3
5

2
8
,1

5
3

28
,6

81
2
9,

2
20

2
9
,7

6
9

30
,3

2
9

3
0,

9
00

3
1,

48
2

31
,8

6
8

31
,0

32
2
8,

1
63

３
．

４
．

５
．

(D
)

27
,1

2
6

2
7,

6
35

2
8,

15
3

28
,6

8
1

29
,2

2
0

2
9,

7
69

30
,3

2
9

30
,9

0
0

31
,4

82
3
1,

8
6
8

31
,0

3
2

28
,1

63

(E
)

26
,7

84
2
7
,2

8
4

2
7
,8

0
1

2
8,

3
31

2
8,

87
0

2
9
,4

1
9

29
,9

7
9

3
0,

5
50

3
1,

13
2

31
,5

1
8

30
,6

82
2
7,

8
13

１
．

26
,7

84
2
7
,2

8
4

2
7
,8

0
1

28
,3

31
2
8,

8
70

2
9
,4

1
9

29
,9

7
9

3
0,

5
50

3
1,

13
2

31
,5

1
8

30
,6

82
2
7,

8
13

２
．

３
．

４
．

(F
)

2
6
,7

8
4

27
,2

84
27

,8
01

2
8
,3

3
1

2
8
,8

7
0

29
,4

19
2
9,

9
79

3
0
,5

5
0

31
,1

32
3
1,

5
18

3
0,

68
2

27
,8

1
3

(G
)

(H
)

36
6,

47
2

33
8
,8

3
7

3
10

,6
8
4

2
8
2,

0
03

25
2,

78
3

2
23

,0
1
4

1
92

,6
8
5

16
1,

7
85

1
30

,3
0
3

98
,4

3
5

67
,4

03
3
9,

2
4
0

○
他

会
計

繰
入

金
（
単

位
：
千

円
）

年
　

　
　

　
　

度
令

和
元

年
度

令
和

２
年

度

区
　

　
　

　
　

分
（

決
算

）
決

算
見

込
4
6,

71
0

5
8
,2

5
6

56
,0

0
8

4
8,

4
12

4
6,

81
5

49
,5

8
6

44
,9

5
2

4
0,

7
18

43
,8

8
6

39
,4

5
2

39
,0

15
4
2,

6
1
7

2
6,

57
9

2
6
,3

5
0

22
,9

1
0

2
1,

7
44

1
9,

93
3

18
,5

3
9

17
,8

5
4

1
3,

3
96

12
,3

2
7

11
,7

2
7

11
,1

21
1
0,

5
5
2

2
0,

13
1

3
1
,9

0
6

33
,0

9
8

2
6,

6
68

2
6,

88
2

31
,0

4
7

27
,0

9
8

2
7,

3
22

31
,5

5
9

27
,7

2
5

27
,8

94
3
2,

0
6
5

4
6,

71
0

5
8
,2

5
6

56
,0

0
8

4
8,

4
12

4
6,

81
5

49
,5

8
6

44
,9

5
2

4
0,

7
18

43
,8

8
6

39
,4

5
2

39
,0

15
4
2,

6
1
7

令
和

１
２

年
度

収
益

的
収

支
分

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金

資
本

的
収

支
分

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度
令

和
８

年
度

令
和

９
年

度
令

和
１

０
年

度
令

和
４

年
度

令
和

３
年

度

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金

合
計

令
和

１
１

年
度

資 本 的 収 支 補
塡

財
源

不
足

額
(E

)-
(F

)

他
会

計
借

入
金

残
高

企
業

債
残

高

資
本

的
収

入
額

が
資

本
的

支
出

額
に

不
足

す
る

額
  

  
 　

　
  

  
(D

)-
(C

)

補 塡 財 源

損
益

勘
定

留
保

資
金

利
益

剰
余

金
処

分
額

繰
越

工
事

資
金

そ
の

他

計

(A
)の

う
ち

翌
年

度
へ

繰
り

越
さ

れ
る

支
出

の
財

源
充

当
額

純
計

(A
)-

(B
)

資 本 的 支 出

建
設

改
良

費

う
ち

職
員

給
与

費

企
業

債
償

還
金

他
会

計
長

期
借

入
返

還
金

他
会

計
へ

の
支

出
金

資 本 的 収 入

そ
の

他

計

他
会

計
借

入
金

国
（

都
道

府
県

）
補

助
金

固
定

資
産

売
却

代
金

工
事

負
担

金

計

そ
の

他

令
和

９
年

度
令

和
１

０
年

度
令

和
１

１
年

度

他
会

計
負

担
金

令
和

１
２

年
度

企
業

債

う
ち

資
本

費
平

準
化

債

他
会

計
出

資
金

他
会

計
補

助
金

令
和

３
年

度
令

和
４

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度
令

和
８

年
度
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